
令和５年２月 

 

飯田市議会第１回定例会 

 

新旧対照表 
 

 

議案第９号 飯田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

議案第10号 飯田市有線テレビジョン放送施設条例及び飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例の一部を改正する条例（案） 

議案第11号 飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第12号 飯田市授産施設条例及び飯田市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例（案） 

議案第13号 飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例(案) 

議案第14号 飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例(案) 

議案第15号 飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

議案第17号 飯田市上村観光施設条例の一部を改正する条例（案） 

議案第18号 飯田市南信濃観光施設等条例の一部を改正する条例（案） 

議案第19号 飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例（案） 

議案第20号 飯田市営駐車場条例の一部を改正する条例（案） 

議案第21号 飯田市病院事業条例の一部を改正する条例（案） 

議案第22号 飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

議案第24号 飯田市プール条例の一部を改正する条例（案） 

議案第25号 飯田市恒川史跡公園条例の一部を改正する条例（案） 

議案第26号 飯田市美術博物館条例の一部を改正する条例（案） 



議案第９号1 

議案第９号1 

飯田市手数料条例新旧対照表（最終 令和４年９月30日飯田市条例第23号） 

改正後（案） 現行 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 



議案第９号2 

議案第９号2 

【別記１】 

 

改正後（案） 

区分 単位 金額 

（略） 

都市の低炭

素化の促進

に関する法

律第54条第

１項の規定

による低炭

素建築物新

築等計画の

認定の申請

に対する審

査 

 

 

 

 

 

適合証（登録住

宅性能評価機

関その他の登

録建築物調査

機関が認定基

準に適合する

と証明した書

類をいう。以下

同じ。）により

当該計画が都

市の低炭素化

の促進に関す

る法律第54条

第１項第１号

に掲げる基準

に適合すると

性能基準（建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令（平成28年経済産業省令・国土

交通省令第１号。以下「基準省令」という。）

を実施するために国土交通大臣が定める計算

方法で適用を確認する方法をいう。以下同

じ。）又は誘導仕様基準（基準省令を実施す

るために国土交通大臣が定める仕様への適用

を確認する方法をいう。以下同じ。）による

場合 

一戸建ての住宅 １棟 5,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 21,000円 

標準入力法（基準省令第１条第１項第１号イ

に規定する基準の適合を確認する方法であっ

て、全ての室について計算を行うものをいう。

以下同じ。）若しくは主要室入力法（基準省

令第１条第１項第１号イに規定する基準の適

合を確認する方法であって、主要ではない室

の計算を省略できるものをいう。以下同じ。）

上記２

区分以

外の建

築物

（以下

「非住

宅」と

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 17,000円 



議案第９号3 

議案第９号3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長が認めた

場合 

又はモデル建物法（基準省令第１条第１項第

１号ロに規定する基準の適合を確認する方法

をいう。以下同じ。）による場合 

いう 

。） 

上記区分以外

の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 34,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 38,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 68,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 114,000円 

誘導仕様基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル 

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル 

１棟 19,000円 



議案第９号4 

議案第９号4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のもの 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル 

未満のもの 

１棟 33,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル 

以上のもの 

１棟 57,000円 

モデル建物法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル 

未満のもの 

１棟 86,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル 

以上のもの 

１棟 109,000円 

標準入力法又は主要室入力法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル 

未満のもの 

１棟 224,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル 

以上のもの 

１棟 280,000円 



議案第９号5 

議案第９号5 

都市の低炭

素化の促進

に関する法

律第55条第

１項の規定

による認定

を受けた低

炭素建築物

新築等計画

の変更の認

定の申請に

対する審査 
認定を受けた

低炭素建築物

新築等計画の

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第54

条第１項に係

る事項の変更

で、適合証によ

り当該変更が

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第54

条第１項第１

号に掲げる基

準に適合する

と市長が認め

た場合 

性能基準又は誘導仕様基準による場合 一戸建ての住宅 １棟 3,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟  5,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 11,000円 

標準入力法、主要室入力法又はモデル建物法

による場合 

非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 9,000円 

   上記区分以外

の場合 

 

性能基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 



議案第９号6 

議案第９号6 

                  

 

 

                

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 20,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 35,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

誘導仕様基準による場合 

 

一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 9,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 10,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 17,000円 



議案第９号7 

議案第９号7 

      
      

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 28,000円 

モデル建物法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 43,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 55,000円 

標準入力法又は主要室入力法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 112,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 141,000円 



議案第９号8 

議案第９号8 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第12

条第１項又は

第13条第２項

の規定による

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定 

通知書（登録建築物エネルギー消費性能判定機関（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第15条に規定するものをいう。）が判定基準に適合すると認めた書類をいう。以下同じ。）

により建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第35条第１項第１号に掲げる基準に適合

すると市長が認めた場合 

（略） 

上記区分以外の

場合 

モデル建物法による場合 
（略） 

（略） 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第12

条第２項又は

第13条第３項

の規定による

変更の建築物

エネルギー消

費性能適合性

判定 

通知書により建

築物のエネルギ

ー消費性能の向

上に関する法律

第35条第１項第

１号に掲げる基

準に適合すると

市長が認めた場

合 （略） 



議案第９号9 

議案第９号9 

  
上記区分以外の

場合 
（略） 

（略） 

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第34条

第１項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の認定の申

請に対する

審査 

適合証により

当該計画が建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

る法律第35条

第１項第１号

に掲げる基準

に適合すると

市長が認めた

場合 

性能基準又は誘導仕様基準による場合 一戸建ての住宅 １棟 5,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 21,000円 

標準入力法、主要室入力法又はモデル建物法

による場合 

非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 10,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 17,000円 

上記区分以外 性能基準による場合 一戸建 床面積の合計が １棟 34,000円 



議案第９号10 

議案第９号10 

の場合 ての住

宅 

200平方メートル

未満のもの 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 38,000円 

 共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 68,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 114,000円 

誘導仕様基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 19,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 33,000円 



議案第９号11 

議案第９号11 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 

モデル建物法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 86,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 109,000円 

標準入力法又は主要室入力法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 224,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 280,000円 

建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律第36条

適合証により

当該計画が建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

性能基準又は誘導仕様基準による場合 一戸建ての住宅 １棟 3,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が １棟 11,000円 



議案第９号12 

議案第９号12 

第１項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査 

る法律第35条

第１項第１号

に掲げる基準

に適合すると

市長が認めた

場合 

300平方メートル

以上のもの 

標準入力法、主要室入力法又はモデル建物法

による場合 

非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 5,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 9,000円 

上記区分以外

の場合 

性能基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 18,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 20,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 35,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 57,000円 



議案第９号13 

議案第９号13 

誘導仕様基準による場合 一戸建

ての住

宅 

床面積の合計が 

200平方メートル

未満のもの 

１棟 9,000円 

床面積の合計が 

200平方メートル

以上のもの 

１棟 10,000円 

共同住

宅等 

床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 17,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 28,000円 

モデル建物法による場合 非住宅 床面積の合計が 

300平方メートル

未満のもの 

１棟 43,000円 

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 55,000円 

標準入力法又は主要室入力法による場合 

 

非住宅 

 

床面積の合計が 

300平方メートル

１棟 

 

112,000円 

 



議案第９号14 

議案第９号14 

  未満のもの   

床面積の合計が 

300平方メートル

以上のもの 

１棟 141,000円 

（略） 

（備考） 

１・２ （略） 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律に規定する申請に係る床面積は、建築物の計画の敷地内の一の建築物ごとに算定する。 

４ （略） 

５ 共同住宅等に係る都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査又は同

法第55条第１項の規定による認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審査において、基準省令第４条第３項第２号に

掲げる数値を用いるときは、共用部分の床面積は、手数料の区分の基準となる床面積に算入しないものとする。 

６～11 （略） 

  



議案第９号15 

議案第９号15 

現行 

区分 単位 金額 

（略） 

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第54

条第１項の規

定による低炭

素建築物新築

等計画の認定

の申請に対す

る審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該計画が都市の

低炭素化の促進に

関する法律第54条

第１項第１号に掲

げる基準に適合す

ると市長が認めた

場合（一の申請に係

る計画に住戸部分、

共同住宅等の共用

部分又はそれ以外

の部分が含まれる

場合は右欄に定め

る区分に応じ、それ

ぞれ当該各区分に

定める額を合算し

た額） 

一戸建ての住宅 １件 7,000円 

共同住宅等 申請する住戸の数が１戸のもの １件 7,000円 

申請する住戸の数が１戸を超え

５戸以下のもの 

１件 11,000円 

申請する住戸の数が５戸を超え 

10戸以下のもの 

１件 19,000円 

申請する住戸の数が10戸を超え

るもの 

１件 30,000円 

共同住宅等の共用部分 床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 11,000円 

上記３区分以外の建築物又は

建築物の部分 

床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 11,000円 

床面積の合計が300平方メートル

を超えるもの 

１件 20,000円 

上記以外の場合（一 一戸建ての住宅 １件 35,000円 



議案第９号16 

議案第９号16 

 

 

 

の申請に係る計画

に住戸部分、共同住

宅等の共用部分又

はそれ以外の部分

が含まれる場合は

右欄に定める区分

に応じ、それぞれ当

該各区分に定める

額を合算した額） 

共同住宅等 申請する住戸の数が１戸のもの １件 35,000円 

申請する住戸の数が１戸を超え

５戸以下のもの 

１件 68,000円 

申請する住戸の数が５戸を超え 

10戸以下のもの 

１件 96,000円 

申請する住戸の数が10戸を超え

るもの 

１件 130,000円 

共同住宅等の共用部分 床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 100,000円 

上記３区分以外の建築物又は

建築物の部分 

床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 230,000円 

床面積の合計が300平方メートル

を超えるもの 

１件 290,000円 

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第55

条第１項の規

定による認定

を受けた低炭

素建築物新築

認定を受けた低炭

素建築物新築等計

画の都市の低炭素

化の促進に関する

法律第54条第１項

に係る事項の変更

で、当該変更が都市

一戸建ての住宅 １件 4,000円 

共同住宅等 申請する住戸の数が１戸のもの １件 4,000円 

申請する住戸の数が１戸を超え

５戸以下のもの 

１件 6,000円 

申請する住戸の数が５戸を超え 

10戸以下のもの 

１件 10,000円 

申請する住戸の数が10戸を超え １件 15,000円 



議案第９号17 

議案第９号17 

等計画の変更

の認定の申請

に対する審査 

の低炭素化の促進

に関する法律第54

条第１項第１号に

掲げる基準に適合

すると市長が認め

た場合（一の申請に

係る計画に住戸部

分、共同住宅等の共

用部分又はそれ以

外の部分が含まれ

る場合は右欄に定

める区分に応じ、そ

れぞれ当該各区分

に定める額を合算

した額） 

るもの 

共同住宅等の共用部分 床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 6,000円 

上記３区分以外の建築物又は

建築物の部分 

床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 6,000円 

床面積の合計が300平方メートル

を超えるもの 

１件 10,000円 

認定を受けた低炭

素建築物新築等計

画の都市の低炭素

化の促進に関する

法律第54条第１項

一戸建ての住宅 １件 17,000円 

共同住宅等 申請する住戸の数が１戸のもの １件 17,000円 

申請する住戸の数が１戸を超え

５戸以下のもの 

１件 34,000円 

申請する住戸の数が５戸を超え １件 48,000円 



議案第９号18 

議案第９号18 

に係る事項の変更

で、上記以外の場合

（一の申請に係る

計画に住戸部分、共

同住宅等の共用部

分又はそれ以外の

部分が含まれる場

合は右欄に定める

区分に応じ、それぞ

れ当該各区分に定

める額を合算した

額） 

10戸以下のもの 

申請する住戸の数が10戸を超え

るもの 

１件 67,000円 

共同住宅等の共用部分 床面積の合計が300平方メートル

以内のもの 

１件 54,000円 

上記３区分以外の建築物又は

建築物の部分 

床面積の合計が300平方メートル

を超えるもの 

１件 140,000円 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第12

条第１項又は

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第35条第１項第１号に掲げる基準に適合す

ると市長が認めた場合 
（略） 



議案第９号19 

議案第９号19 

第13条第２項

の規定による

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定 

上記区分以外の場

合 

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業

省令・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）第１条第

１項第１号ロに規定する一次エネルギー消費量モデル建築物におい

て国土交通大臣が定める方法（以下「モデル建物法」という。）に

より計算した場合 

（略） 

（略） 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第12

条第２項又は

第13条第３項

の規定による

変更の建築物

エネルギー消

費性能適合性

判定 

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律第35

条第１項第１号に

掲げる基準に適合

すると市長が認め

た場合 

（略） 

上記区分以外の場

合 

（略） 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

当該計画が建築物

のエネルギー消費

性能の向上に関す

一戸建ての住宅 １件 5,000円 

共同住宅等 床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 10,000円 



議案第９号20 

議案第９号20 

する法律第34

条第１項の規

定による建築

物エネルギー

消費性能向上

計画の認定の

申請に対する

審査 

る法律第35条第１

項第１号に掲げる

基準に適合すると

市長が認めた場合 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 21,000円 

上記２区分以外の建築物（以

下「非住宅」という。） 

床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 10,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 17,000円 

上記区分以外の場

合 

一戸建ての住宅 床面積の合計が200平方メートル

未満のもの 

１件 34,000円 

床面積の合計が200平方メートル

以上のもの 

１件 38,000円 

共同住宅等 床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 68,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 114,000円 

モデル建物法により計算した

場合 

床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 86,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 109,000円 

非住宅で、モデル建物法以外

の方法により計算した場合 

床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 224,000円 



議案第９号21 

議案第９号21 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 280,000円 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第36

条第１項の規

定による建築

物エネルギー

消費性能向上

計画の変更の

認定の申請に

対する審査 

当該計画が建築物

のエネルギー消費

性能の向上に関す

る法律第35条第１

項第１号に掲げる

基準に適合すると

市長が認めた場合 

一戸建ての住宅 １件 3,000円 

共同住宅等 床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 5,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 11,000円 

非住宅 床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 5,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 9,000円 

上記区分以外の場

合 

一戸建ての住宅 床面積の合計が200平方メートル

未満のもの 

１件 18,000円 

床面積の合計が200平方メートル

以上のもの 

１件 20,000円 

共同住宅等 床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 35,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 57,000円 

非住宅で、モデル建物法によ

り計算した場合 

床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 43,000円 



議案第９号22 

議案第９号22 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 55,000円 

非住宅で、モデル建物法以外

の方法により計算した場合 

床面積の合計が300平方メートル

未満のもの 

１件 112,000円 

床面積の合計が300平方メートル

以上500平方メートル以下のもの 

１件 141,000円 

（略） 

（備考） 

１・２ （略） 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律に規定する申請の住戸の数及び床面積は、建築物の計画の敷地内の一の建築物ごとに算定する。 

４ （略） 

５ 共同住宅等に係る都市の低炭素化の促進に関する法律第54条第１項の規定による低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査又は同

法第55条第１項の規定による認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請に対する審査において、建築物に係るエネルギーの使用

の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき基準（平成24年経済産業省、国土交通省、環境省告示第119号）Ⅰ

第２第２項２―３(2)ロに掲げる数値を用いるときは、共用部分の床面積は、手数料の区分の基準となる床面積に算入しないものとする。 

６～11 （略） 

  



議案第９号23 

議案第９号23 

【別記２】 

 

改正後（案） 

区分 単位 金額 

（略） 

２ 法第７条第１項又は法第18条

第17項の規定による完了検査 

床面積の合計が30平方メ

ートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 12,000円 

上記以外 １件 13,000円 

床面積の合計が30平方メ

ートルを超え、100平方メ

ートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 14,000円 

上記以外 １件 17,000円 

床面積の合計が100平方

メートルを超え、200平方

メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 19,000円 

上記以外 １件 22,000円 

床面積の合計が200平方

メートルを超え、500平方

メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 26,000円 

上記以外 １件 32,000円 

床面積の合計が500平方

メートルを超えるもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 43,000円 

上記以外 １件 53,000円 

３ 法第42条第１項第５号の規定による道路の位置の指定の申請に対する審査 １件 50,000円 

４ 法第43条第２項第１号の規定による建築の認定の申請に対する審査 １件 28,000円 

５ 法第85条第６項の規定による 許可の期間１月を超えるもの １件 120,000円 



議案第９号24 

議案第９号24 

仮設建築物の建築の許可の申請

に対する審査 

許可の期間１月以内のもの １件 60,000円 

６ 法第86条第１項の規定による

１又は２以上の建築物に関する

特例の認定の申請に対する審査 

建築物の数が１又は２である場合 １件 79,000円 

建築物の数が３以上である場合 １件 79,000円に２を超

える建築物の数に

28,000円を乗じて

得た額を加えた額 

７ 法第86条第２項の規定による

複数の建築物に関する特例の認

定の申請に対する審査 

建築物（既存建築物を除く。以下この項において同じ。）の数が

１である場合 

１件 79,000円 

建築物の数が２以上である場合 １件 79,000円に１を超

える建築物の数に

28,000円を乗じて

得た額を加えた額 

８ 法第86条の２第１項の規定に

よる一敷地内認定建築物以外の

建築物の新築又は一敷地内認定

建築物の増築等の認定の申請に

対する審査 

新築又は増築等に係る建築物の数が１である場合 １件 79,000円 

新築又は増築等に係る建築物の数が２以上である場合 １件 79,000円に１を超

える新築又は増築

等に係る建築物の

数に28,000円を乗

じて得た額を加え

た額 



議案第９号25 

議案第９号25 

９ 法第86条の５第１項の規定による一の敷地内の建築物の認定の取消しの申請に対する審査 １件 6,400円に現に存

する建築物の数に

12,000円を乗じて

得た額を加えた額 

10 法第86条の８第１項の規定による特例の認定又は同条第３項の規定による変更の認定の申請に対

する審査 

１件 27,000円 

11 法第６条第１項第４号に該当する建築物に係る法第87条の２第１項の規定による特例の認定又は

同条第２項において準用する法第86条の８第３項の規定による特例の変更の申請に対する審査 

１件 
28,000円 

12 法第87条の３第６項の規定に

よる一時的な用途変更に係る許

可の申請に対する審査 

許可の期間１月を超えるもの １件 120,000円 

許可の期間１月以内のもの １件 60,000円 

13 法第88条第１項において準用

する法第６条第１項の規定によ

る確認の申請又は法第18条第２

項の規定による通知に対する審

査 

工作物を築造する場合（次の区分に掲げる場合を除く。） １件 12,000円 

確認を受けた工作物の計画を変更して工作物を築造する場合 １件 7,000円 

14 法第88条第１項において準用する法第７条第１項又は法第18条第17項の規定による完了検査 １件 13,000円 

15 飯田市特別用途地区建築条例（平成19年飯田市条例第65号）第３条第１項ただし書の規定による

許可の申請に対する審査 

１件 
180,000円 

16 飯田市特定用途制限地域建築条例（平成20年飯田市条例第34号）第４条第１項ただし書の規定に

よる許可の申請に対する審査 

１件 
180,000円 



議案第９号26 

議案第９号26 

17 飯田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成31年飯田市条例第14号）第10

条第１項の規定による許可の申請に対する審査 
１件 180,000円 

（備考） 

１ （略） 

２ この表中２の項に規定する床面積の合計は、次に掲げるところにより算定する。 

(1)・(2) （略） 

  



議案第９号27 

議案第９号27 

現行 

区分 単位 金額 

（略） 

２ 法第88条第１項において準用す

る法第６条第１項の規定による確

認の申請又は法第18条第２項の規

定による通知に対する審査 

工作物を築造する場合（次項に掲げる場合を除く。） １件 12,000円 

確認を受けた工作物の計画を変更して工作物を築造する場合 １件 7,000円 

３ 法第７条第１項又は法第18条第

17項の規定による完了検査 

床面積の合計が30平方

メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 12,000円 

上記以外 １件 13,000円 

床面積の合計が30平方

メートルを超え、100平

方メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 14,000円 

上記以外 １件 17,000円 

床面積の合計が100平方

メートルを超え、200平

方メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 19,000円 

上記以外 １件 22,000円 

床面積の合計が200平方

メートルを超え、500平

方メートル以内のもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 26,000円 

上記以外 １件 32,000円 

床面積の合計が500平方

メートルを超えるもの 

法第７条の５に該当する建築物 １件 43,000円 

上記以外 １件 53,000円 



議案第９号28 

議案第９号28 

４ 法第88条第１項において準用する法第７条第１項又は法第18条第17項の規定による完了検査 １件 13,000円 

５ 法第85条第６項の規定による仮

設建築物の建築の許可の申請に対

する審査 

許可の期間１月を超えるもの １件 120,000円 

許可の期間１月以内のもの １件 60,000円 

６ 法第６条第１項第４号に該当する建築物に係る法第87条の２第１項の規定による特例の認定又は同

条第２項において準用する法第86条の８第３項の規定による特例の変更の申請に対する審査 
１件 28,000円 

７ 法第87条の３第６項の規定によ

る一時的な用途変更に係る許可の

申請に対する審査 

許可の期間が１月を超えるもの １件 120,000円 

許可の期間が１月以内のもの １件 60,000円 

８ 飯田市特別用途地区建築条例（平成19年飯田市条例第65号）第３条第１項ただし書の規定による許

可の申請に対する審査 

１件 180,000円  

９ 飯田市特定用途制限地域建築条例（平成20年飯田市条例第34号）第４条第１項ただし書の規定によ

る許可の申請に対する審査 

１件 180,000円  

10 飯田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成31年飯田市条例第14号）第10条

第１項の規定による許可の申請に対する審査 

１件 180,000円  

11 法第42条第１項第５号の規定に基づく道路の位置の指定の申請に対する審査 １件 50,000円 

12 法第86条の８第１項の規定による特例の認定又は同条第３項の規定による変更の認定の申請に対す

る審査 

１件 27,000円 

13 法第43条第２項第１号の規定による建築の認定の申請に対する審査 １件 28,000円 

（備考） 

１ （略） 



議案第９号29 

議案第９号29 

２ この表中３の項に規定する床面積の合計は、次に掲げるところにより算定する。 

(1)・(2) （略） 



議案第10号1 

議案第10号1 

飯田市有線テレビジョン放送施設条例及び飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市有線テレビジョン放送施設条例新旧対照表（最終 令和元年７月１日飯田市条例第７号） 

改正後（案） 現行 

附 則 附 則 

 （申請の特例）  

第６条 第６条第２項の規定にかかわらず、令和５年７月１日以後

は、市長に申請することができない。 

 

 



議案第10号2 

議案第10号2 

第２条関係 飯田市遠山郷有線テレビジョン放送施設条例新旧対照表（最終 令和元年７月１日飯田市条例第８号） 

改正後（案） 現行 

附 則 附 則 

１～４ （略） １～４ （略） 

 （申請の特例）  

５ 第６条第２項の規定にかかわらず、令和５年７月１日以後は、市

長に申請することができない。 

 

 



議案第11号1 

議案第11号1 

飯田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例新旧対照表（最終 令和４年12月26日飯田市条例第32号） 

改正後（案） 現行 

別表（第６条関係） 別表（第６条関係） 

【別記 参照】 【別記 参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第11号2 

議案第11号2 

【別記】 

 

改正後（案） 

名称 位置 

（略） 

下久堅虎岩第１地域振興住宅 飯田市虎岩510番地10 

（略） 

上久堅風張第３地域振興住宅 飯田市上久堅7567番地３ 

（略） 

 

現行 

名称 位置 

（略） 

下久堅虎岩第１地域振興住宅 飯田市虎岩510番地10 

上久堅原平第１地域振興住宅 飯田市上久堅1036番地３ 

（略） 

上久堅風張第３地域振興住宅 飯田市上久堅7567番地３ 

上久堅堂平第１地域振興住宅 飯田市上久堅9364番地３ 

（略） 

 

 



議案第12号1 

 

議案第12号1 

飯田市授産施設条例及び飯田市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市授産施設条例新旧対照表（最終 平成28年12月21日飯田市条例第35号） 

改正後（案） 現行 

（使用料） （使用料） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 前項の使用料の額は、法第30条第３項第２号に規定する主務大臣

が定める基準により算定した費用の額とする。 

２ 前項の使用料の額は、法第30条第２項に規定する厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第12号2 

 

議案第12号2 

第２条関係 飯田市社会福祉審議会条例新旧対照表（最終 平成27年12月24日飯田市条例第44号） 

改正後（案） 現行 

（専門分科会） （専門分科会） 

第８条 専門分科会は、次の各号に掲げるものとし、それぞれ当該各

号に定める事項を調査及び審議する。 

第８条 専門分科会は、次の各号に掲げるものとし、それぞれ当該各

号に定める事項を調査及び審議する。 

(1) 児童福祉分科会 児童、母子家庭、父子家庭等及び寡婦の福祉

に関する事項（子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第

72条第１項各号に規定する事項を含む。） 

(1) 児童福祉分科会 児童、母子家庭、父子家庭等及び寡婦の福祉

に関する事項（子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第

77条第１項各号に規定する事項を含む。） 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

２～10 （略）  ２～10 （略）  

 



議案第13号1 

議案第13号1 

飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和元年９月30日飯田市条例第35号） 

改正後（案） 現行 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居

宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、

第７条の３第２項、第15条第１項及び第２項、第16条第１項、第２

項及び第５項、第17条並びに第18条第１項から第３項まで並びに附

則第３条において同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ

確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後

も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成18年法

律第120号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行わ

れる教育をいう。第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供

されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・

子育て支援法（平成24年法律第65号）第７条第４項に規定する保育

所をいう。）、幼稚園（同項に規定する幼稚園をいう。）又は認定

こども園（同項に規定する認定こども園をいう。）（以下これらを

総称して「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。

ただし、連携施設の確保が著しく困難であると市長が認めるものに

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第17条第２

項第３号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、

この限りでない。 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居

宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、

第15条第１項及び第２項、第16条第１項、第２項及び第５項、第17

条並びに第18条第１項から第３項まで並びに附則第３条において同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び

家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童

に対して必要な教育（教育基本法（平成18年法律第120号）第６条第

１項に規定する法律に定める学校において行われる教育をいう。第

３号において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平

成24年法律第65号）第７条第４項に規定する保育所をいう。）、幼

稚園（同項に規定する幼稚園をいう。）又は認定こども園（同項に

規定する認定こども園をいう。）（以下これらを総称して「連携施

設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし、連携施

設の確保が著しく困難であると市長が認めるものにおいて家庭的保

育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第17条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この限りでない。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（安全計画の策定等）  



議案第13号2 

議案第13号2 

改正後（案） 現行 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図る

ため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備

の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組

等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における

安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等

における安全に関する事項についての計画（以下この条において「安

全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講

じなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知する

とともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。 

 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要

に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認）  

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運

行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利

用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳

幼児の所在を確認しなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運

転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられ

 



議案第13号3 

議案第13号3 

改正後（案） 現行 

た前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案

してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認め

られるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブ

ザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、

これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限

る。）を行わなければならない。 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基

準） 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基

準） 

第11条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときは、その行う保育に支障がない場合に限り、必要に応じ当該

家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置する他の社

会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。 

第11条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときは、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一

部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねるこ

とができる。ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用

乳幼児の保育に直接従事する職員については、この限りでない。 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第14条 削除 第14条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第47条第３項の

規定により懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置を

採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用し

てはならない。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第15条 （略） 第15条 （略） 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 



議案第13号4 

議案第13号4 

改正後（案） 現行 

及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなけれ

ばならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

 



議案第14号1 

議案第14号1 

飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和元年９月30日飯田市条例第36号） 

改正後（案） 現行 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める小学校就学前子どもの区分

ごとの利用定員を定めるものとする。ただし、法第19条第３号に掲

げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学

校就学前子ども及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める小学校就学前子どもの区分

ごとの利用定員を定めるものとする。ただし、法第19条第１項第３

号に掲げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たな

い小学校就学前子ども及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区

分して定めるものとする。 

(1) 認定こども園 法第19条各号に掲げる小学校就学前子どもの

区分 

(1) 認定こども園 法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子

どもの区分 

(2) 幼稚園 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 (2) 幼稚園 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

の区分 

(3) 保育所 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分

及び同条第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(3) 保育所 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども

の区分及び同項第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用して

いる同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の数を超える場合においては、

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の数を超える場合にお



議案第14号2 

議案第14号2 

改正後（案） 現行 

抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保

育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選

考その他公正な方法により選考しなければならない。 

いては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定

教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・

保育施設の同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の数を超える場合においては、教育・保育給付

認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、利用の申込みに係る法第19条第１項第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定

教育・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、法第19条第２号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉法第24条第３項（同法附則

第73条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り協力しなけ

ればならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この

項において同じ。）は、法第19条第１項第２号又は第３号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当

該特定教育・保育施設の利用について児童福祉法第24条第３項（同

法附則第73条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により市町村が行う調整及び要請に対し、できる限り

協力しなければならない。 



議案第14号3 

議案第14号3 

改正後（案） 現行 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた

場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給

認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けてい

ない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内

閣府令第44号）第７条第２項の規定による通知）によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第19

条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定の

有効期間、保育必要量（法第20条第３項に規定する保育必要量をい

う。）等を確かめるものとする。 

第９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた

場合は、必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給

認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けてい

ない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内

閣府令第44号）第７条第２項の規定による通知）によって、教育・

保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第19

条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付

認定の有効期間、保育必要量（法第20条第３項に規定する保育必要

量をいう。）等を確かめるものとする。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第14条 （略） 第14条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教

育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に

掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けること

ができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教

育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に

掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けること

ができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 (3) 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子ど

ものうち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所



議案第14号4 

議案第14号4 

改正後（案） 現行 

得割合算額がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額未満であるも

のに対する副食の提供 

得割合算額がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額未満であるも

のに対する副食の提供 

(ｱ) 法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども 77,101円 

(ｱ) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども 77,101円 

(ｲ) 法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。） 57,700円（令第４条第２項第６号に規定する特

定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

(ｲ) 法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。） 57,700円（令第４条第２項第６号に規定

する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、77,101円） 

イ 法第19条第１号及び第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、同一の

教育・保育給付認定保護者に係る18歳未満の子どもが同一の世

帯に３人以上いる世帯に属するもの（そのうち最年長者、２番

目の年長者及びアに規定する者に該当するものを除く。）に対

する副食の提供 

イ 法第19条第１項第１号及び第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、

同一の教育・保育給付認定保護者に係る18歳未満の子どもが同

一の世帯に３人以上いる世帯に属するもの（そのうち最年長

者、２番目の年長者及びアに規定する者に該当するものを除

く。）に対する副食の提供 

ウ （略） ウ （略） 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

５・６  ５・６  

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第16条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ

て、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子ども

の心身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなけ

ればならない。 

第16条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ

て、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子ども

の心身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなけ

ればならない。 



議案第14号5 

議案第14号5 

改正後（案） 現行 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和22年法律第26号）

第25条第１項の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教

育課程その他の教育内容に関する事項をいう。） 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和22年法律第26号）

第25条の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程

その他の教育内容に関する事項をいう。） 

(4) （略） (4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第21条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重

要事項に関する規程（第24条において「運営規程」という。）を定

めておかなければならない。 

第21条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重

要事項に関する規程（第24条において「運営規程」という。）を定

めておかなければならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 特定教育・保育の提供を行う日（法第19条第１号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっ

ては、学期を含む。以下この号において同じ。）及び時間並びに

特定教育・保育の提供を行わない日 

(4) 特定教育・保育の提供を行う日（法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設

にあっては、学期を含む。以下この号において同じ。）及び時間

並びに特定教育・保育の提供を行わない日 

(5)～(11) （略） (5)～(11) （略） 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第27条 削除 第27条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に

限る。以下この条において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の

管理者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第47条第３

項の規定により懲戒に関しその教育・保育給付認定子どもの福祉の

ために必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める



議案第14号6 

議案第14号6 

改正後（案） 現行 

等その権限を濫用してはならない。 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同

じ。）が法第19条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、

法第34条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第36条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同

じ。）が法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合

には、法第34条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供す

る場合には、当該特別利用保育に係る法第19条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第５条第

２項第３号の規定により定められた法第19条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供す

る場合には、当該特別利用保育に係る法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第

５条第２項第３号の規定により定められた法第19条第１項第２号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないもの

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をい

う。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第７条第３項及び第８条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第７条第２項中「特定教育・保育施設（認定こ

ども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費

には特例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型給付費をい

う。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第７条第３項及び第８条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第７条第２項中「特定教育・保育施設（認定こ

ども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。



議案第14号7 

議案第14号7 

改正後（案） 現行 

以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同号又は

同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員」とあるのは「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員」と、第14条第２項中「法第27条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ中「満

３歳以上教育・保育給付認定子ども」とあるのは「満３歳以上教育・

保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同号又は

同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員」とあるのは「同項第２号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員」と、第14条第２項中「法第27条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ中「満

３歳以上教育・保育給付認定子ども」とあるのは「満３歳以上教育・

保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第37条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同

じ。）が法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

第37条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同

じ。）が法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場

合には、法第34条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、当該特別利用教育に係る法第19条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第５条第

２項第２号の規定により定められた法第19条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供す

る場合には、当該特別利用教育に係る法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している同項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第

５条第２項第２号の規定により定められた法第19条第１項第１号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないもの



議案第14号8 

議案第14号8 

改正後（案） 現行 

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章（第７条

第３項及び第８条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第７条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１号に掲

げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19

条第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」と、第14条第２項中「法第27条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ

中「満３歳以上教育・保育給付認定子ども」とあるのは「満３歳以

上教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供

する場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費

には特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章（第７条

第３項及び第８条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第７条第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る

法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

とあるのは「同項第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、第14条第２項中「法第27

条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第28条第２項第３号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４

項第３号イ中「満３歳以上教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「満３歳以上教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者

を含む。）」とする。 

第38条 （略） 第38条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地

域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特

定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第19条第３号に掲げる

小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業

所にあっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第42

条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地

域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特

定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第19条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行

う事業所にあっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準第42条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就
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どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設置して

行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育事業

が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事

業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組

合等（児童福祉法第６条の３第12項第１号ハに規定する共済組合等

をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号ハに規

定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子ど

もとする。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第19

条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を、

満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学

前子どもに区分して定めるものとする。 

学前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設

置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保

育事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員で

ある事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、

共済組合等（児童福祉法第６条の３第12項第１号ハに規定する共済

組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号

ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学

前子どもとする。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める

法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員とする。）を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以

上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第40条 （略） 第40条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第３号に

掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除く。以下本章において同じ。）の総数が、当該特定地域型保

育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第19条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子ども及び特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。以下本章において同じ。）の総数が、当該特定地

域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

３・４ （略）  ３・４ （略）  
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（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地

域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保

育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別

利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未満保育

認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供す

る場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。）の総数が、第38条第２項の規定により定められた

利用定員の数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育

を提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第19条第１

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳未

満保育認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を

提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法

第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第38条第２項の規定

により定められた利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項

の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含むものとして、本章（第41条第２項を除き、前条におい

て準用する第９条から第15条まで（第11条及び第14条を除く。）、

第18条から第20条まで及び第24条から第34条までを含む。次条第３

項において同じ。）の規定を適用する。この場合において、第40条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第３号に掲げる小学校就学

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第30条第１項

の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含むものとして、本章（第41条第２項を除き、前条におい

て準用する第９条から第15条まで（第11条及び第14条を除く。）、

第18条から第20条まで及び第24条から第34条までを含む。次条第３

項において同じ。）の規定を適用する。この場合において、第40条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第３号に掲げる小学
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前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。以下本章において同じ。）」とあ

るのは「法第19条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども（第53条第１項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型

保育の対象となる法第19条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受け

た順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、

第44条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第19条第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項

中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第２

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中

「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（第14条第４項第３号ア又はイに掲げるも

のを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるの

校就学前子ども」とあるのは「利用の申込みに係る法第19条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子

ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下本章において同

じ。）」とあるのは「法第19条第１項第１号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第53条第

１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる

満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるの

は「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域

型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法により」と、第44条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育

の対象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者を除く。）」と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第30条第２項第２号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とある

のは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第14条第

４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同
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は「前３項」とする。 条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第53条 特定地域型保育事業者が法第19条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地

域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地域型保

育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

第53条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定

利用地域型保育を提供する場合には、法第46条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も及び特定地域型保育事業所を現に利用している同条第３号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前

条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第19条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）の総数が、第38条第２項の規定により定められた利用定員の

数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第19条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している同項第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

あっては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）の総数が、第38条第２項の規定により定められた利

用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、本章の規定を適用する。この場合において、第44条第

１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第19条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育

を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含む

ものとして、本章の規定を適用する。この場合において、第44条第

１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど
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定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定

保護者に限る。）」と、「法第29条第３項第２号に掲げる額」とあ

るのは「法第30条第２項第３号の市町村が定める額」と、同条第２

項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事

の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定

子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１

項第２号に規定する満三歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第

14条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

とする。 

も（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給

付認定保護者に限る。）」と、「法第29条第３項第２号に掲げる額」

とあるのは「法第30条第２項第３号の市町村が定める額」と、同条

第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第30

条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及

び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保

育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４

条第１項第２号に規定する満三歳以上保育認定子どもをいう。）に

係る第14条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する

費用」とする。 
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改正後（案） 現行 

 （出産育児一時金）  （出産育児一時金） 
第８条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世

帯主に対し、出産育児一時金として、488,000円を支給する。ただ

し、市長が健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）第36条の規

定を勘案し、必要があると認めるときは、規則の定めるところによ

り、これに３万円を上限として加算するものとする。 

第８条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世

帯主に対し、出産育児一時金として、420,000円を支給する。 

２ （略） ２ （略） 

 



議案第17号1 

議案第17号1 

飯田市上村観光施設条例新旧対照表（最終 平成22年12月28日飯田市条例第50号） 

改正後（案） 現行 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

【別記３ 参照】 【別記３ 参照】 

 

【別記１】 

改正後（案） 

名称 位置 

飯田市上村しらびそ高原施設 飯田市上村979番地53 

飯田市上村大島河原河川公園 飯田市上村４番地10 

 

現行 

名称 位置 

飯田市上村しらびそ高原施設 飯田市上村979番地53 

飯田市上村大島河原河川公園 飯田市上村４番地10 

飯田市上村大平公園 飯田市上村11番地１ 

 



議案第17号2 

議案第17号2 

 

【別記２】 

改正後（案） 

名称 施設区分 利用時間 

飯田市上村しらびそ高原施設 すべての施設 終日 

飯田市上村大島河原河川公園 すべての施設 終日 

 

現行 

名称 施設区分 利用時間 

飯田市上村しらびそ高原施設 すべての施設 終日 

飯田市上村大島河原河川公園 すべての施設 終日 

飯田市上村大平公園 大平研修センター及び大平流星オートキャン

プ場 

終日 

大平グラウンド 午前９時から午後９時まで 

大平テニスコート 午前９時から午後６時まで 

 

 

 

 

 

 



議案第17号3 

議案第17号3 

 

【別記３】 

改正後（案） 

名称 休止期間 

飯田市上村しらびそ高原施設 11月第３月曜日から翌年の４月第２金曜日まで 

飯田市上村大島河原河川公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

 

現行 

名称 休止期間 

飯田市上村しらびそ高原施設 11月第３月曜日から翌年の４月第２金曜日まで 

飯田市上村大島河原河川公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

飯田市上村大平公園 11月１日から翌年の４月第３金曜日まで 

 



議案第18号1 

議案第18号1 

飯田市南信濃観光施設等条例新旧対照表（最終 令和４年６月27日飯田市条例第18号） 

改正後（案） 現行 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

【別記３ 参照】 【別記３ 参照】 



議案第18号2 

議案第18号2 

 

【別記１】 

 

改正後（案） 

名称 位置 

（略） （略） 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 飯田市南信濃木沢592番地４ 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 飯田市南信濃和田456番地１ 

 

現行 

名称 位置 

（略） （略） 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 飯田市南信濃木沢592番地４ 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 飯田市南信濃和田1206番地２ 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 飯田市南信濃和田456番地１ 

 

 

 

 

 

 



議案第18号3 

議案第18号3 

 

【別記２】 

 

改正後（案） 

名称 運営時間 

（略） （略） 

飯田市南信濃森林林業情報発信施設 午前10時から午後５時まで 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 午前10時から午後５時まで 

 

現行 

名称 運営時間 

（略） （略） 

飯田市南信濃森林林業情報発信施設 午前10時から午後５時まで 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 午前８時30分から午後３時まで 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 午前10時から午後５時まで 

 

 

 

 

 

 



議案第18号4 

議案第18号4 

 

【別記３】 

 

改正後（案） 

名称 休止期間 

（略） （略） 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 12月１日から翌年の３月31日までの日 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 12月29日から翌年の１月３日までの日 

 

現行 

名称 休止期間 

（略） （略） 

飯田市南信濃便ケ島森林公園施設 12月１日から翌年の３月31日までの日 

飯田市南信濃和田特産物加工施設 12月29日から翌年の１月３日までの日 

飯田市南信濃夜川瀬特産物加工施設 12月29日から翌年の１月３日までの日 

 



議案第19号1 

 

議案第19号1 

飯田市営住宅等条例新旧対照表（最終 令和４年12月26日飯田市条例第35号） 

改正後（案） 現行 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

(9) 所得 特定優良賃貸住宅法施行規則第１条第４号に規定する

所得をいう。 

(9) 所得 特定優良賃貸住宅法施行規則第１条第３号に規定する

所得をいう。 

 



議案第20号1 

議案第20号1 

飯田市営駐車場条例新旧対照表（最終 令和４年９月30日飯田市条例第25号） 

改正後（案） 現行 

（設置） （設置） 

第２条 市街地における自動車の駐車の利便を高め、もって当該市街

地の活性化に資するため、駐車場を次のとおり設置する。 

第２条 市街地における自動車の駐車難を緩和するため、駐車場を次

のとおり設置する。 

【表 （略）】 【表 （略）】 

 



議案第21号1 

議案第21号1 

飯田市病院事業条例新旧対照表（最終 令和元年12月26日飯田市条例第45号） 

改正後（案） 現行 

（経営の基本等） （経営の基本等） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 飯田市立病院の診療科目は、次の各号に掲げるとおりとする。 ３ 飯田市立病院の診療科目は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

(9) 耳鼻いんこう科・頭頸
けい

部外科 (9) 耳鼻いんこう科 

(10)～(17) （略） (10)～(17) （略） 

４・５ （略） ４・５ （略） 

 



議案第22号1 

議案第22号1 

飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 平成30年12月26日飯田市条例第47号） 

改正後（案） 現行 

（安全計画の策定等）  

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安

全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。 

 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行

い、必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認）  

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者

の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

 



議案第22号2 

議案第22号2 

改正後（案） 現行 

確認しなければならない。 

（業務継続計画の策定等）  

第12条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業

所ごとに、感染症及び非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第13条 （略） 第13条 （略） 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対

し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する

よう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

３ （略） ３ （略） 
 



議案第24号1 

議案第24号1 

飯田市プール条例新旧対照表（最終 平成26年９月25日飯田市条例第44号） 

改正後（案） 現行 

飯田運動公園プール条例 飯田市プール条例 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和31年法律第162号）及び地方自治法（昭和22年法律第67号）の規

定に基づき、飯田運動公園プールの設置及び管理に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和31年法律第162号）及び地方自治法（昭和22年法律第67号）の規

定に基づき、飯田市営市民プール及び飯田運動公園プールの設置及

び管理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） （設置） 

第２条 飯田市民の体位の向上とスポーツの振興のため、飯田運動公

園プール（以下「施設」という。）を飯田市三日市場1986番地に設

置する。 

第２条 飯田市民の体位の向上とスポーツの振興のため、飯田市営市

民プール及び飯田運動公園プール（以下これらを総称して「施設」

という。）を設置する。 

 ２ 施設の位置は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定めるとおりとする。 

 (1) 飯田市営市民プール 飯田市中央通り２丁目26番地１ 

 (2) 飯田運動公園プール 飯田市三日市場1986番地 

 （利用の制限） 

 第８条 飯田市営市民プールを利用することができる者は、次に掲げ

る者とする。ただし、指定管理者が特に必要と認める場合で、教育

委員会の承認を得たときはこの限りでない。 

 (1) 小学生以下の者 

 (2) 前号の者を監護する者（以下「保護者」という。） 

（利用許可の取消し等） （利用許可の取消し等） 



議案第24号2 

議案第24号2 

改正後（案） 現行 

第８条 指定管理者は、利用許可を受けようとする者又は利用許可を

受けて施設を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、利用許可を与えず、又は既に行った利用許可を取り消し、

利用の停止を命じ、若しくは第７条第３項の規定により付した条件

を変更することができる。 

第９条 指定管理者は、利用許可を受けようとする者又は利用許可を

受けて施設を利用する者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、利用許可を与えず、又は既に行った利用許可を取り消し、

利用の停止を命じ、若しくは第７条第３項の規定により付した条件

を変更することができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 第７条第３項の規定により付された条件、同条第４項の規定又

は第15条の規定に違反したとき。 

(3) 第７条第３項の規定により付された条件、同条第４項の規定又

は第16条の規定に違反したとき。 

(4)～(7) （略） (4)～(7) （略） 

第９条～第13条 （略） 第10条～第14条 （略） 

（原状回復義務等） （原状回復義務等） 

第14条 利用者は、施設の利用が終了したとき、又は第８条の規定に

より利用許可を取り消され、若しくは利用の停止を命じられたとき

は、直ちに、利用者の負担により施設を利用前の状態に復さなけれ

ばならない。 

第15条 利用者は、施設の利用が終了したとき、又は第９条の規定に

より利用許可を取り消され、若しくは利用の停止を命じられたとき

は、直ちに、利用者の負担により施設を利用前の状態に復さなけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

第15条 （略） 第16条 （略） 

（飯田市による管理） （飯田市による管理） 

第16条 （略） 第17条 （略） 

２ 前項の場合において、施設を利用しようとする者は、第10条に規

定する利用料金の額を、施設の使用料として飯田市に納付しなけれ

ばならない。 

２ 前項の場合において、施設を利用しようとする者は、第11条に規

定する利用料金の額を、施設の使用料として飯田市に納付しなけれ

ばならない。 



議案第24号3 

議案第24号3 

改正後（案） 現行 

３ 第10条第２項、第12条及び第13条の規定は、前項の使用料につい

て準用する。 

３ 第11条第２項、第13条及び第14条の規定は、前項の使用料につい

て準用する。 

第17条 （略） 第18条 （略） 

別表第１（第10条関係） 別表第１（第11条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第10条関係） 別表第２（第11条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 



議案第24号4 

議案第24号4 

 

【別記１】 

 

改正後（案） 

区分 利用料金の額 

（略） 

（備考） （略） 

 

現行 

１ 飯田市営市民プール 

区分 利用料金の額 

３歳以上小学生以下の者 利用許可１回当たり40円 

保護者 利用許可１回当たり100円 

２ 飯田運動公園プール 

区分 利用料金の額 

（略） 

（備考） （略） 



議案第24号5 

議案第24号5 

 

【別記２】 

 

改正後（案） 

区分 利用料金の額 

（略） 

 

現行 

１ 飯田市営市民プール 

区分 回数券に係る利用料金の額 

３歳以上小学生以下の者 11枚当たり400円 

保護者 11枚当たり1,000円 

２ 飯田運動公園プール 

区分 利用料金の額 

（略） 

 



議案第25号1 

議案第25号1 

飯田市恒川史跡公園条例新旧対照表（最終 令和４年３月28日飯田市条例第９号） 

改正後（案） 現行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、文化財保護法（昭和25年法律第214号）並びに

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）

及び地方自治法（昭和22年法律第67号）の規定に基づき、飯田市恒

川史跡公園（以下「史跡公園」という。）の設置及び管理に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、文化財保護法（昭和25年法律第214号）並びに

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）

及び地方自治法（昭和22年法律第67号）の規定に基づき、恒川史跡

公園（以下「史跡公園」という。）の設置及び管理に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（設置） （設置） 

第２条 奈良時代及び平安時代に信濃国最南の「伊那郡」を統治して

いた役所の跡として文化財保護法第109条第１項の規定により国の

史跡に指定された恒川官衙
か ん が

遺跡を保存し、かつ、その活用を図り、

市民の歴史資産に対する理解を深め、もって教育及び文化の向上並

びに地域の振興に資するとともに学習及び交流の拠点とするため、

史跡公園を設置する。 

第２条 史跡公園は、奈良時代及び平安時代に信濃国最南の「伊那郡」

を統治していた役所の跡として文化財保護法第109条第１項の規定

により国の史跡に指定された恒川官衙
か ん が

遺跡を保存し、かつ、その活

用を図り、市民の歴史資産に対する理解を深め、もって教育及び文

化の向上並びに地域の振興に資するとともに学習及び交流の拠点

とするため、飯田市座光寺4636番地に設置する。 

２ 史跡公園の名称及び位置は、次のとおりとする。  

【別記 参照】  



議案第25号2 

議案第25号2 

【別記】 

 

改正後（案） 

名称 位置 

清水エリア 飯田市座光寺4636番地 

正倉院北側エリア 飯田市座光寺4767番地８ 

 

現行 

（追加） 

 



議案第26号1 

議案第26号1 

飯田市美術博物館条例新旧対照表（最終 令和４年３月28日飯田市条例第10号） 

改正後（案） 現行 

（事業） （事業） 

第５条 美術博物館は、次の各号に掲げる事業を行う。 第５条 美術博物館は、次の各号に掲げる事業を行う。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 博物館資料に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記

録をいう。）を作成し、公開すること。 

 

(3)～(7) （略） (2)～(6) （略） 

 (7) 他の美術館、博物館、資料館、学校その他関係機関と連絡し、

協力し、情報の交換、博物館資料の相互貸借等を行うこと。 

(8) 学芸員その他の博物館の事業に従事する人材の養成及び研修

を行うこと。 

 

(9) 他の博物館、法第31条第２項に規定する指定施設その他これら

に類する施設との間において、資料の相互貸借、職員の交流、刊

行物及び情報の交換その他の活動を通じ、相互に連携を図りなが

ら協力すること。 

 

(10)学校、図書館、研究所、公民館等の教育、学術、文化及び自然

に関する諸施設と協力し、その活動を援助すること。 

 

(11)伊那谷における教育、学術及び文化の振興、文化観光（法第３

条第３項に規定するものをいう。）その他の活動について地域の

多様な主体との連携及び協力を図り、地域の活力の向上に取り組

むこと。 

 



議案第26号2 

議案第26号2 

改正後（案） 現行 

(12)～(14) （略） (8)～(10)  （略） 

（協議会の設置） （協議会の設置） 

第13条 美術博物館に、法第23条第１項の規定により、飯田市美術博

物館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

第13条 美術博物館に、法第20条第１項の規定により、飯田市美術博

物館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

 （観覧料の額の特例） 

 ４ 第６条第１項の規定にかかわらず、当分の間、常設展示の観覧料

の額は、同項の範囲内で市長が定めた額とする。 
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